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当会は、東京都内で３１５万人の組合員が加入する６６の会員生協の出資により活動をする生活協同組合連合会です。 

東日本大震災の甚大なる被害を教訓とし、２０１１年に「東京都生協連の目指すエネルギー政策」を定め、会員生協や

諸団体と連携して、原子力発電の依存率を可能な限り引き下げ、再生可能エネルギーの普及・拡大等、エネルギー政策

の転換をすすめていくための諸活動に取り組んでいます。全国の生協では、脱炭素社会の実現に向け、温室効果ガス排

出削減についての目標の引き上げを進めていきます。 

生協は消費者のくらしに密接なエネルギー問題について強い関心をもち、計画的に温暖化対策に取り組んできました。 

気候変動による異常気象が、世界各地で自然環境や人々のくらしに影響を及ぼしています。生協は、消費者が共通の願

いを実現するために協同して運営する組織です。平均気温の上昇を 1.5℃までに抑えることを目指し、持続可能な社会

の実現に責任を果たし、地球環境を大切にした事業と活動を展開しています。当会は、これまでも原子力発電に頼らな

いエネルギー政策に一日も早く転換することを求めてきました。今回の意見募集について、改めて私たちの意見を申し

述べます。 

１． 過大な電力需要予測を前提とした「建て替え数値目標」の撤回と、エネルギー需要見込みの厳密な再精査を求め

ます 

【該当箇所】２．各課題への対応の方向性と行動指針（０）原子力発電の見通し・将来像 

本指針案では、GXの進展に伴う電化や生成AIの普及拡大によるデータセンター、半導体工場などの増加を根拠

に、大幅な電力需要増を指針策定の前提としています。その上で、2040年代までに約220万kW〜550万kW、2050年

代までに約1,270万kW〜1,600万kWもの原子力発電所の建て替えが必要であるという具体的な定量目標を提示し、

事業予見性を高める名目で投資を呼び込もうとしています。しかしながら、日本が直面している急速な人口減少

と高齢化の進行がもたらす電力需要の押し下げ効果や、技術革新によるエネルギー効率化の劇的な進展の可能性

が適切に評価されているとは到底言えません。欧州においてデータセンター運営者への省エネルギー規制や消費

量報告制度が導入されているように、産業・情報社会の発展に伴う省エネ策の強化という視点も完全に欠落して

います。再生可能エネルギーの普及拡大の推進、そして国民の省エネルギー行動の協力を求めるなど、やるべき

施策は他にもあり、不確実な電力需要増のみを最大級に見積もり、原子力発電への建て替え基数を固定化させる

ような方針はあまりにも拙速と言わざるを得ません。現在の需要予測を厳密に精査し直し、建て替えの前提とな

る数値目標は直ちに撤回すべきです。 

２．未解決のバックエンド問題と消費者負担の増大を鑑み、再稼働の加速および既設炉の最大限活用方針の撤回を求め

ます  

  【該当箇所】２．各課題への対応の方向性と行動指針（０）原子力発電の見通し・将来像 

東京電力福島第一原子力発電所の事故から長い年月が経過した今なお、多くの方々が避難を余儀なくされ、事

故原発の廃炉や燃料デブリの取り出し、リスクの起源となる放射性物質への対処など、技術等難易度の高い課題

は山積したままです。本指針案では「産業界の人的・技術的相互支援」や「デジタル・AIの活用」を掲げて再稼

働を加速し、運転期間の60年延長や運転サイクルの長期化を打ち出していますが、これは老朽化した原子炉の安

全性を脅かす懸念を増大させるものです。いまだ使用済み核燃料の最終処分問題（バックエンド問題）の解決に

見通しが立っていない中での原発依存に偏重した考えは、「トイレなきマンション」の拡大を意味します。また、

安全対策費や建設コストが上昇し、事故処理・賠償費用が託送料金等を通じて原発コストが消費者負担へ不条理

に上乗せされ、今後も青天井に膨らみ続けている現状において、経済合理性の見出せない原子力に頼り続けるこ

とは容認できません。大規模自然災害の脅威が絶えない日本において、国民の安全を最優先にし、原子力発電所

の稼働を順次停止して廃炉に向けた現実的な計画へとシフトすることを強く求めます。 

３．世紀末までリスクを先送りする「次世代革新炉」の開発・設置方針に強く反対し、再生可能エネルギー普及・拡大

への最優先回帰を求めます 

  【該当箇所】２．各課題への対応の方向性と行動指針（３）②次世代各針路開発の推進 



本指針案は、安全メカニズムを組み込んだ次世代革新炉（革新軽水炉、小型軽水炉（SMR）、高速炉、高温ガス

炉など）の開発・設置プロジェクトを民間の取り組みとして後押しし、社会実装のための制度・支援措置を検討

するとしています。しかし、今新たに原子力発電所を開発・建て替えすることは、少なくとも今世紀末まで原子

力発電を利用し続けることを確定させ、放射性廃棄物の処分や事故リスクなどの重い負担を将来世代へ先送りす

ることにほかなりません。COP28で確認された「再エネ容量3倍・省エネ2倍」やG7での「2035年までの電力セクタ

ー大半の脱炭素化」といった気候変動に関する国際合意を果たすために、我が国が最優先で舵を切るべきは再生

可能エネルギーの抜本的拡充です。コスト面、安全面、将来性のすべてにおいて優位性を持つ、地域循環型・小

規模分散型の電源を構成できる再生可能エネルギーの開発を最優先とする政策へ転換し、次世代革新炉への国費

や支援措置の投入は中止すべきです。 

 ４．政策決定プロセスを透明化するとともに、若年世代を含む多様なステークホルダーが意思決定に参画できる機会

の創設と対話の強化を求めます 

   【該当箇所】２．各課題への対応の方向性と行動指針（１）原子力を長期的に活用していく上での大前提  

②立地地域との共生 ③国民各層とのコミュニケーション 

 原子力政策は数十年単位の長期拘束性を持つものであり、エネルギーの使い方や消費者の費用負担という点で

はすべての国民、ひいては数世代にわたって多大な影響を与えます。しかし、これまでの国の方針から「最大限

活用する」へと大きく方向転換した際も、今回の具体的な設備容量等を提示するプロセスにおいても、情報提供

や議論の公開性は著しく不足しています。とりわけ、国の審議会等において原子力政策を推進する立場の委員が

多数を占める構成については強い疑問が生じざるを得ず、明らかに公平性を欠いた中で議論が進められていると

言わざるを得ません。国の責任において意思決定プロセスの透明化と公平性を徹底的に担保することを強く求め

ます。その上で、幅広い国民階層から専門家をはじめ消費者団体、市民団体、そして長期的に影響を受け続ける

若年世代など、多様なステークホルダーが実効的に意思決定に参画できる仕組みや、開かれた対話と意見反映の

機会を早急に創設することを強く要望します。 

   

以上 


